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「新行財政改革実行プラン」による平成１８年度削減額について 
 

新行財政改革プランでは、行政評価システムを活用し、全ての事務事業について見直しを行うとしています。平成１８年度

は、競争入札の導入等、設計の見直しや仕様の見直し、事務処理の改善・工夫などにより９２事業で約３億８百万円、また、

人件費については、特別職の給料や管理職手当の削減、退職者の不補充、特殊勤務手当の一部廃止などにより約７億７千８百

万円、合計約１０億８千６百万円の削減を図りました。 

 

≪平成１８年度削減額≫  

○ 新行財政改革実行プランによる平成１８年度削減額 １，０８６，０５２千円 （前年度比 174.3％） 

 (内訳)   

１ 「全事務事業の見直し」に基づく事業費の削減額 （９２事業：３０８,２２５千円）  （前年度比 １２３．２％）  

① 競争入札の導入等による経費削減 （６０事業：２８５，１６６千円）                      

ア 従来随意契約で行っていた案件について透明性の確保及び競争原理を導入するため競争入札への見直しを図り経費削

減に努めた。‥‥（１４事業：５３，２４１千円）   内訳 ① 

《主な事業》 

・「全庁ＬＡＮ整備事業」（削減額５，３５０千円） 

 全庁ＬＡＮ機器の更新の際に、競争入札を導入したことなどにより経費の削減を図った。 

・「ごみ中間処理事業」（削減額２８，６２４千円） 

リサイクル館運転等業務を委託する際に、競争入札を導入したことなどにより経費の削減を図った。 

・「水槽付消防ポンプ自動車整備事業」（削減額３，０４０千円） 

消防車両の購入の際に、競争入札を導入したことなどにより経費の削減を図った。 

 

イ 設計の見直し、仕様の見直しにより契約額の削減が図られたもの。‥‥（４６事業：２３１，９２５千円）」   

《主な事業》 

・学童保育事業（削減額１，１２８千円） 

警備業務委託について、単年度契約から長期契約を行うことにより経費の削減を図った。 

・街路樹等維持管理事業（削減額１，６０４千円） 

軽作業については、委託に含めず職員が現場へ行き対応するなど、委託内容の見直しを行うことにより経費の削減を図った。 

・博物館活動事業（削減額１，３３９千円） 

企画展設営業務委託について、極力職員が実施するように努めることにより経費の削減を図った。 

 

② 事務事業の見直しによる経費削減 （３２事業：２３,０５９千円）    

     ≪主な事業≫ 

・市制施行４０周年記念式典事業（削減額５９２千円） 

式典パンフレット等の印刷を内部印刷で行うとともに消耗品を節約し経費の削減を図った。 

・住民基本台帳事務管理事業（削減額５０千円） 

窓口封筒の作成を市内企業の協力を得て行うことにより経費の削減を図った。 
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・防犯対策事業（削減額８７４千円） 

防犯灯電気料の支払方法の見直しを行うことにより経費の削減を図った。 

・健康増進事業（削減額７３５千円） 

  元気はつらつ倶楽部を生涯学習課スポーツ振興係との共同実施することにより経費の削減を図った。 

・利根運河桜植栽事業（削減額９６０千円） 

市民参加で植栽を行うことにより経費の削減を図った。 

 

２ 人件費に係る削減額 （削減額 ７７７,８２７千円）  （前年度比 208.6％） 

特別職の給料や管理職手当の削減、退職者の不補充、特殊勤務手当ての一部廃止などにより削減が図れた。 

 

≪平成１５年度から平成１８年度の削減額≫ 

 

 事務事業費の削減 人件費の削減 計 
平成１５年度 「事務事業改革プラン」 

削減額：約４億３千８百万円 

 
全会計総額（人件費等を除く・削減効果が

上がらなかった特別会計を除く） 
：約２３６億１千３百万円 
削減率：１．８５％ 

 

削減額：約２億５千８百万円 

≪主な内訳≫ 
 退職者不補充：約２億１千４百万円 
 特別職・管理職手当削減 
       ：約３千９百万円 

  
削減額：約６億９千６百万円 

平成１６年度 「緊急削減プラン」 
 削減額：約１０億５千５百万円 

 

全会計総額（人件費等を除く・削減効果が

上がらなかった特別会計を除く） 
：約３７３億 8千２百万円 
削減率：２．８２％ 

 
削減額：約３億１千２百万円 

≪主な内訳≫ 
 退職者不補充：約２億６千６百万円 
 特別職・管理職手当削減 
      ：約４千万円 

 
削減額：約１３億６千７百万円 

平成１７年度 ｢新行財政改革実行プランに基づく削減｣ 
  削減額：約２億５千万円 

 

全会計総額（人件費等を除く・削減効果が

上がらなかった特別会計を除く） 
：約２０１億５千 9百万円 
削減率：１．２４％ 

 
 削減額：約３億７千３百万円 

≪主な内訳≫ 
 退職者不補充：約３億２千６百万円 
 特別職・管理職手当削減 
       ：約３千８百万円 

 
削減額：約６億２千３百万円 

平成１８年度 ｢新行財政改革実行プランに基づく削減｣ 
  削減額：約３億８百万円 

 
全会計総額（人件費等を除く・削減効果が

上がらなかった特別会計を除く） 
：約２２９億５千２百万円 
削減率：１．３４％ 

 

削減額：約７億７千８百万円 

≪主な内訳≫ 
 退職者不補充：約４億１千９百万円

 調整手当から地域手当への改正 

       ：約１億３千３百万円

  定年年齢見直し 
：約１億１千９百万円 

 特別職・管理職手当削減 
      ：約４千百万円 

 

削減額：約１０億８千６百万円 

計 

 

削減額：約２０億５千百万円 

全会計総額（人件費等を除く・削減効果が

上がらなかった特別会計を除く） 
：約１０４１億千７百万円 
削減率：１．９７％ 

 

削減額：約１７億２千百万円 

 

削減額：約３７億７千２百万円 


